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渡
辺
ゆ
り
子
県
議
は
、

３
月
17
日
、
消
費
税
増
税

に
伴
う
県
施
設
の
使
用
料

31
議
案
に
つ
い
て
反
対
し

討
論
を
行
い
ま
し
た
。

討
論
で
は
「
ア
ベ
ノ
ミ

ク
ス
の
実
感
は
感
じ
ら
れ

な
い
。
『
食
費
も
減
ら
し
、

あ
と
何
を
削
れ
ば
い
い
ん

だ
』
と
の
声
が
聞
か
れ
、

暮
ら
し
に
大
打
撃
」
と
指

摘
し
ま
し
た
。

政
府
は
今
後
さ
ら
に
消

費
税
を
10
％
に
引
き
上
げ

る
予
定
で
す
。
増
税
は
辞

め
る
し
か
あ
り
ま
せ
ん
。

ま
た
、
当
初
予
算
に
つ

い
て
「
最
上
小
国
川
ダ
ム

建
設
」
に
関
わ
る
予
算
は

認
め
ら
れ
な
い
と
表
明
し

「
子
育
て
支
援
医
療
の
拡

充
、
困
難
を
抱
え
る
若
者

へ
の
支
援
、
認
知
症
対
策
、

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

導
入
促
進
や
住
宅
リ
フ
ォ
ー

ム
助
成
制
度
の
継
続
な
ど

県
民
に
前
向
き
の
予
算(

右

下
表
参
照)
が
多
く
盛
り
込

ま
れ
て
い
る
」
と
評
価
し

ま
し
た
。

県
議
会
２
月
定
例
会
が
３
月
19
日
ま
で
開

催
さ
れ
、
渡
辺
ゆ
り
子
県
議
ら
が
求
め
て
き

た
福
祉
灯
油
補
助
を
実
施
す
る
今
年
度
補
正

予
算
に
賛
成
し
、
子
育
て
支
援
医
療
の
対
象

を
拡
大
な
ど
を
実
施
す
る
２
０
１
４
年
度
予

算
に
賛
成
し
ま
し
た
。
ま
た
。
国
の
消
費
税

増
税
に
伴
う
手
数
料
な
ど
を
引
き
上
げ
る
33

議
案
に
反
対
し
ま
し
た
。

安
倍
内
閣
の
消
費
税
増
税
な
ど
の
国
民
生

活
を
苦
し
め
る
暴
走
に
対
し
て
県
政
は
防
波

堤
の
役
割
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
渡
辺
ゆ
り
子

議
員
は
県
民
の
い
の
ち
と
暮
ら
し
を
守
る
県

政
の
発
展
の
た
め
に
全
力
を
あ
げ
ま
し
た
。

県
が
、
昨
年
実
施
し
た
ア
ン

ケ
ー
ト
で
「
理
想
の
子
ど
も
の

数
よ
り
少
な
い
」
理
由
と
し
て

１
位
に
あ
が
っ
た
の
は
「
子
育

て
や
教
育
に
お
金
が
か
り
す
ぎ

る
」
で
し
た
。

子
育
て
は
本
当
に
お
金
が
か

か
り
ま
す
。

保
育
料
を
は
じ
め
、
ラ
ン
ド

セ
ル
、
体
操
服
、
ド
リ
ル
な
ど

の
副
教
材
費
、
Ｐ
Ｔ
Ａ
会
費
、

修
学
旅
行
積
立
、
給
食
費
、
塾

の
費
用
、
部
活
の
費
用
な
ど･･･

。

高
校
で
は
、
通
学
費
・
さ
ら

に
は
２
０
１
４
年
度
か
ら
は
公

立
高
校
授
業
料
の
所
得
制
限
付

き
有
償
化
も
復
活･

･
･

。(

渡
辺

県
議
は
こ
の
有
料
化
に
県
議
会

で
反
対
し
ま
し
た
）

子
育
て
支
援
医
療
助
成

県
・
対
象
年
齢
拡
大

吉
村
知
事
は
、
２
０
１
４
年

度
の
当
初
予
算
で
、
子
育
て
支

援
医
療
の
外
来
の
対
象
を
一
気

に
３
学
年
分
広
げ
る(

就
学
前
↓

小
３
）
こ
と
を
発
表
し
ま
し
た
。

市
町
村
も
対
象
拡
大
中

事
業
実
施
主
体
で
の
市
町
村

で
は
、
対
象
が
拡
大
中
で
す
。

山
形
市
は
、
県
の
拡
大
を
受
け
、

外
来
の
対
象
を
中
学
３
年
生
ま

で
広
げ
る
意
向
で
、
他
市
で
も

急
速
拡
大
し
て
い
ま
す
。

２０１４年当初予算（抜粋）

☆ 子育て支援医療給付事業費

病院の外来の助成対象を新たに拡大（詳細左)

☆ 地域若者安心生活構築推進事業費【新規】
ひきこもりなど社会生活に参加するうえで困難を有

する若者の総合的な支援体制づくり

☆ 住宅リフォーム総合支援事業費【継続】

部分補強、省エネ化、バリアフリー化、県産木材使

用、克雪化のいずれか一つ以上を含む工事○補助額

工事費の10％、上限20万円（県産木材を３㎥以上

使用する工事の場合は、上限30万円に拡充）

☆ 通級指導教室の中学校への拡充

（国加配定数を活用した指導教員の確保）一部新規

☆ 再生可能エネルギー等設備導入促進事業費

家庭・事業所における再生可能エネルギー設備の設
置に対する助成（太陽光発電の対象事業者に新たに
事業所を追加）

☆ 認知症施策総合推進事業費

一般病院勤務の医療従事者に対する認知症対応力向

上研修の開催【新規】・認知症サポート医の養成

【拡充】

☆ 看護師確保対策費

看護師養成学校卒業生の県内定着率向上を図る事業

の実施【新規】

★ 最上小国川ダム建設事業堤体工事請負契約

最上町赤倉地区に建設予定のダム本体工事にかかる

36億円請負契約。2017年までの債務負担行為が設定

される。流域では、漁協はじめダム建設に反対が多

い。ダム建設でなく河川改修での対応が必要です。

「子どもの医療費助成拡大」などを県に求める高木
紘一･社会保障推進協議会会長ら(2月5日・県庁)

本会議で討論する渡辺県議（２月２５日)

２
月
３
日
、
県
は
、
生
活

貧
困
世
帯
に
対
す
る
支
援
と

し
て
、
灯
油
購
入
費
の
助
成

(

福
祉
灯
油
）
の
実
施
を
決
め

ま
し
た
。
県
と
し
て
は
５
年

ぶ
り
の
実
施
で
す
。

灯
油
価
格
の
上
昇
で
、
苦

労
さ
れ
て
い
る
高
齢
者
や
低

所
得
者
に
と
っ
て
朗
報
で
す
。

従
来
か
ら
実
施
し
て
き
た

市
町
村
を
は
じ
め
、
26
市
町

村(

35
市
町
村
中)

が
実
施
を

決
め
ま
し
た
。

一
方
、
国
も
財
政
支
援(

３

月
に
特
別
交
付
税
で
事
業
の

２
分
の
１
を
支
援
）
を
し
ま

し
た
が
、
国
の
対
応
が
遅
れ

た
た
め
、
山
形
市
の
よ
う
な

大
き
な
市
ほ
ど
対
応
が
で
き

ず
、
実
施
さ
れ
な
い
課
題
も

浮
か
び
上
が
り
ま
し
た
。

東
北
の
灯
油
需
要
は
特
別

で
な
く
必
需
品
で
す
。
新
年

度
は
改
善
が
必
要
で
す
。

県
が
「
あ
っ
た
か
い
」
福
祉

灯
油
実
現

課
題
も



青森 75.0
岩手 72.2
宮城 72.1
秋田 71.5

山形 65.1
福島 64.7
2013年度中小企業白書

から

東北６県の
県産化率(%)

割増賃金・有給休暇
など働くうえで基本的
な知識を学べるパンフ
レットが好評です。一
昨年から、公私立高校･
専門学校の3年生に1万
部余り配布。出前講座
も実施しています。
しかし、2014年度は、

国が財源である事業を打ち切っため、継続が危
ぶまれています。3月11日、新婦人山形県本部か
ら事業継続の要望も出されました。
３月13日、渡辺ゆり子県議は、商工労働観光
常任員会で「事業の継続を」と質問。小関正弘
雇用対策課長は「検討したい」と答えました。

12月５日、県立
盲学校(上山市)を
訪れ、現状や課題
について聞いてき
ました。
校舎は1971年に
完成し、築後40年
を経過し、エレベー

ターがなく、職員が重度の子を階段で運んでいる
ことや、暖房器具やプールに破損が見られるなど
課題が生じていることが分かりました。
昨年策定された特別支援教育推進プランでは

「校舎の改築時期を検討」とされましたが、破損
した設備は速やかな修繕が求められます。

昨年、県議会は、
小規模企業をはじ
めとした中小企業
の存在を重視し、
中小企業振興条例
を策定しました。
県は、新年度予

算で、製造業の付
加価値1兆円達成に向け,「中小企業トータルサ
ポート」事業(1億5000万円)を新設。国の新もの
づくり事業補助から外れた企業を支援する予定
です。しかし、国は新たに補助対象を商業・サー
ビス業まで拡大。県の新事業の対象は従来のも
のづくり限定にとどまりました。
3月13日、商工労働観光常任

委員会で渡辺県議は、以下の点
を提案しました。①補助対象を
拡大できないのか②融資よりも
助成をの声がある。県は「①今
年度は予算も限られているので、
国の申請状況を見て②融資で、
最優遇金利で対応」と答弁。渡
辺県議は「全体の底上げが必要」
と訴えました。

また、渡辺県議は、2013年中小企業白書に補
論で示されている「付加価値を流出させない施
策」の観点が必要ではないかと提案しました。
白書では全国自治体の県産化率(※)を算出。小規
模の食品小売業の集積度が高い地域ほど県産化
率が高くなっていると分析しています。山形県
の県産化率は東北で５番目。地域循環型経済の
観点が必要ではないでしょうか。

※県産化率とは、財・サービスの生産過程で直接・間接に投入される県内産の財・

サービスの比率を示したもので、いわゆる「国産化率」の自治体版(同白書）

昨年末、ダム建設に
反対している小国川漁
協の漁業権免許更新に
ついて、マスコミで連
日報道がなされました。
県は、事実上、免許

更新を盾に漁協にダム建
設の協力を強要しました。知事の許可権限を盾に、
自らの政策の賛同を強要することは許されません。
12月23日、渡辺県議は漁業権を無条件で更新す
ることを求めることの申し入れを行いました。
この問題について、報道をみた山形市民からも
「私は漁業とは関係ないが、漁業権を盾にとり、
ダム賛成を押付ける。酷いのではないか」との電
話が寄せられました。

1月23日、知事と避難者の意見交換会が山形市で

開催され、傍聴して来ました。避難者５人がそれ

ぞれ、お話をされ、子どもを抱え避難して来たお

母さんから「子どもが増えたための住替えを」

「こどもの医療費負担軽減」「就学援助･保育の

支援」などの要望が語られ、泣きながら訴えるお

母さんもいらっしゃい

ました。浪江からの避

難者は「精神的限界に

来ている。支援を」と

訴えていました。長期

的視点の支援が不可欠

と感じます。

山形県労働組合総連合が｢最低賃金引き上げ、
中小企業支援を」と県知事要請(2月20日、県庁)


